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1．はじめに

新古典派の企業理論の目的は，企業の市場での活動，とりわけ生産物の

供給と生産要素の需要を演繹することにある。したがって，企業の内部活

動は，そもそも説明の対象とはなっていない。実際，新古典派の企業理論

は，技術と利潤最大化の二つから構成されており，これらのうち技術は，

通常，幾つかの性質を有する生産集合，より具体的には生産関数によって

表現される。生産関数はアドホックに与えられるものであり，それがどの

ようにして出来上がるのか，その構成要素が何であるのかは経済学ではな

く，工学の対象であると考えるのが普遍的である。

生産関数と利潤最大化の二つによって企業を同定化するという接近は，

多くの生産的な命題を各種応用分野において生み出していることは疑う余

地もない。生産関数がどのように出来上がるのか，その構成要素が何であ

るのかは，それらの応用にとって本質的ではないのである。

それでは，いつ本質的となるのであろうか。真っ先に想像されること

は，技術進歩，技術革新など，生産可能性の決定因に言及しなければなら

ない経済現象を対象とする場合である。狩猟から農耕，職人による小規模
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生産から大量生産など，経済発展と生産方法の間には相関が見られる。ま

た，労働や資本といった生産要素のみで説明できない経済成長も又，生産

関数の構成要素への言及を必要とする。第二に本質的となるのは，企業を

組織として考察するときである。組織構造によっては，生産性が異なる可

能性がある。例えば，企業内部における情報伝達の仕組みによっては，効

率的な生産が達成できないかもしれない。しかしながら，そもそも，新古

典派の枠組みにおいて組織構造が生産関数にとって中立的か否か，我々は

その理解を持ち合わせていない。取引費用などの不完全性が一切存在しな

いときに，企業に残るものは何であるのか，このような疑問に答えるため

には生産関数の構成要素に対する理解が必要不可欠である。第三に，費用

逓減の発生源を特定化する場合である。通常，生産関数はアドホックに与

える。すなわち，費用逓減は仮定するものであり，演繹対象ではない。大

規模設備を使用するときに費用逓減を示すという説明も又，直感的なもの

であって演繹されたものではない。企業や産業を費用の視点から特徴化す

る場合に，生産関数を構成する要素への理解は必要不可欠である。最後

に，これらの問題の根底を成すものとして，企業の発生それ自体を問う場

合である。Arrow-Debreu型の接近では，企業はどこからか与えられたも

のであり，企業数と各企業の生産集合は所与である。更には，市場均衡を

求め，その資源配分の効率性を問うのみであれば，企業の存在は本質的で

はない。交換経済で説明可能な現象は，企業を導入しても成り立つ。企業

の役割は，交換経済では一点で表現される経済全体の消費可能性が，生産

可能性によって拡大するのみである。企業の導入によって説明力が増すこ

とはない。これに対し，アダム・スミスのピン工場の寓話は，企業内分業

が労働生産性を改善することを明快に例示している。これは，一人の消費

者が生産者となって生産するときよりも，複数の消費者が一つの企業を構

成して生産する方が，生産可能性が大きいことを意味する。この議論の延

長上に，企業の進化と経済発展の関係や組織としての企業が存在する。個

人経営的生産から大量生産への移行と経済発展の関係や，生産工程の細分
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化とまとめ方，各工程をだれに任せるのか，管理者の必要性の有無などの

組織上の問題があると言える。

本稿の目的は，新古典派の企業理論の構成要素の一つである生産関数に

ついて，その構成要素が何であるのか，またそれらと企業内部の選択との

関係は何であるのか，より端的に言えば， 誘導形としての生産関数」を

中心に文献サーベイを行うことにある。既に指摘したように，企業の内部

活動と生産関数の関係については，新古典派理論では説明の対象外である

ので，文献は皆無に等しい。そればかりか，存在しても各文献の目的，問

題意識自体に統一性がない。本稿ではそのような少ない，しかも散在して

いる文献を今後の見通しが得られるようにまとめ上げたいと考えている。

少ない文献の中でも，幾つかの流れが確認できる。一つは，生産関数が

工学の分野の対象であるとする経済学者の思い込みに端を発した文献であ

る。その典型がHollis B. Chenery（1949）である。Cheneryによる接近

は，David Levhari& Eytan Sheshinski（1970）やKenneth Arrow et al.

（1972）を動機付けた。そこで，次節ではこれらの接近を概観する。もう

一つの流れは，アダム・スミスのピン工場の寓話を動機付けとしてもつ企

業内分業に基づいた Sherwin Rosen（1979）と Gary S.Becker& Kevin
 

M. Murphy（1992）のモデルがある。これらの接近は，生産関数を誘導

形として導出することを第一義の目的としたものではないが，Chenery

などによる工学的接近とは異なり，分業という経済問題から生産関数を導

出するという意味で十分過ぎる程特記に値すると言える。というのも，組

織構造と生産関数の関係や，Paul M. Romer（1987）に見られる成長理

論との連携に期待できるからである。第３節では，Rosenや Becker &

Murphyのモデルの共通部分を抽出したプロトタイプ・モデルを提示し，

各モデルと対比しながら生産関数の構成要素をどのように捉えているかを

整理する。以上の二つの流れを中心に今後の見通しについて議論をする

が，工学的接近と企業内分業からの接近のいずれにも該当しない文献も存

在する。そういった文献のすべてを拾い集め，ここで取り上げることは難
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しいが，Jayasri Dutta & Kislaya Prasad（1996）のモデルは Becker&

Murphyの接近との対比が容易なこと，そして，比較的近年の文献である

ことから，取り上げることとしたい。

2．工学的接近

生産関数は新古典派企業の技術を表現している。既に指摘したように，

その分析は工学に任せるものであると考える経済学者は多い。本節では，

そのような考えに従って生産関数の構成要素の説明を試みた文献である

Chenery（1949）と Cheneryの接近を動機付けとして工場の修理問題か

ら生産関数を誘導形として導出を試みた Levhari & Sheshinski（1970）

のモデルを概観する。本節における記号法は，便宜上，各接近（各小節）

ごととすることに注意されたい。

2.1 Chenery（1949）の「工学的生産関数」

Chenery（1949）は，生産要素と生産物の間の技術的数量関係を示す生

産関数を「工学変数（engineering variable)」を使用した「工学的生産関

数（engineering production function)」に分解することの計量経済学的

意義を説明した。工学的分解を試みた実証分析については，Soren Wibe

（1984）によるサーベイがあり，その査定については読者に委ねたい 。

ここでは Cheneryの分解方法と例示を見ながら，生産関数の構成要素を

Cheneryがどのように捉え，それが企業内部の選択理論へとどのように

発展して行くのか，あるいはその発展の可能性を考察することを目的とす

1）Wibe（1984）によるサーベイに対しては，V.Kerry Smith（1986）の見解とそれへの応答

Wibe（1986）がある。生産関数の工学的分解に対する実証分析は少なくない。しかし，

Wibe（1984）によれば，農業に対する実証分析が見受けられないという。養鶏におけるビ

タミンとタンパク質の代替の弾力性は，経済学者にとって余り感心がないからであろうとい

う。Wibe（1984）は，実証分析の文献サーベイであるため，その手法についての文献は触

れられていない。例えば，工学と会計データの統合，利用方法については，Robert J. An-

derson（1970）がある。
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る。

Cheneryは，投入物を次のように分類する。労働や土地，資本，材料

といった「経済的生産要素（economic factors of production)」と，生産

工程や経済的生産要素の物理的特性を示す「工学変数」である。特に，前

者については購入可能要素（purchasable factors）として位置づけるの

に対し，後者については市場性がなく企業内部でのみ使用可能であると考

える。

先ず，経済的生産要素 ＝1,..., の数量を ，工学変数 ＝1,...,

の大きさを とする。このとき，Cheneryは，各生産要素 に対し，

＝ξ ,..., (1)

なる工学的関係があると想定する。一方，経済学で通常表現される生産関

数は，生産量を とすれば，

＝ ,..., (2)

である。したがって，生産量 は工学変数の関数

＝ϕ ,..., (3)

と表現できる。これが Cheneryの言う「工学的生産関数」である。この

ようにして工学変数によって生産関数を表現することで工学分野が活用可

能になり，多くの産業の生産関数がより正確に計量可能であると考えた。

Cheneryは，経済学者に対し工学の利用を啓蒙したと言える。

実際にどのように工学を利用するのか，経済学者にも理解できるよう

に，Cheneryはパイプラインによるガス送管から例示した。 をパイプ

の半径， をパイプの入口圧力， をパイプの排出口圧力，そして を

ガスの重力やパイプの長さ，温度等に依存したパラメータとすると，ガス

がパイプラインによって送られる大きさ は，Cheneryによると，つぎ

のWeymouth’s formulaと呼ばれる工学的関係によって表現されるとい
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う。

＝ －

工学変数 はパイプライン（資本）の属性である。一方，工学変数 や

は，パイプラインの長さや半径 ，厚み のみならず，コンプレッサ

（資本）の能力，特に馬力 にも依存する。

＝2 , ＝ 28.75 －13.9 .

ここで， はパラメータである。この結果，工学的生産関数（3）はパイ

プラインの属性 と ，そして，コンプレッサの属性 の関数として

表現可能である。パイプラインとコンプレッサの二つの経済的生産要素に

ついては，属性 ， ， によって表現される。すなわち，方程式（1）

の形が存在する。例えば，パイプラインという資本が売買されるときにそ

の重さ で取引されるのであれば，

＝28.2 ＋

がパイプラインに対する方程式（1）となる。

この例証から経済学で使われている生産関数（2）を直接的に導き出す

のは難しいが，費用関数を計測してそこから大方の形状を予測することは

可能である。Cheneryは，資本 を

≡ ＋ ＋

また，材料 を

≡ ＋

と定義した。ここで， ＝1,2,3 は費用関数のうち利子費用分を，そし

て と は経常費用部分を意味する。このような再定義を経て得られる

等量曲線は，綺麗な双曲線（Chenery 1949,Figure 4,p.525）を示す。

492



 
Cheneryによる上記例示は，後に工学的生産関数を実証分析する際に，

つぎのような定式化に至った。Wibe（1984，p.403）は，工学的関係式

（1）を制約条件として工学的生産関数（3）を最大にすることで生産関数

（2）を導出できるとしている。Cheneryの所期の定式化とは異なるが，

Wibeによる定式化は我々の問題意識にも答えを提供してくれるという利

点がある。すなわち，生産関数の構成要素は，工学的関係式（1)，工学的

生産関数（3)，そして工学的関係式（1）の下で工学的生産関数（3）を最

大にすることの三つとなる。

2.2 修理問題モデル

Cheneryの接近を動機付けとして具体的な技術上の問題から生産関数

の導出を試みた分析として，Levhari & Sheshinski（1970）とArrow et
 

al.（1972）がある。後者の分析は前者の分析での定常性を考察したもの

であるので，本稿では前者の論文を中心に紹介することとする。

ある工場に 個の機械があるとする 。各機械は一切の労働を必要と

せずに稼働し，絶えず運転状態にあって各時点ごとに一単位の生産物を産

出するものとする。絶え間なく運転状態にあるこれらの機械は， 時点か

ら ＋ 時点までにλ＋ の確率で故障する。 時点で運転状態にな

い機械の台数を とすると， 時点から ＋ 時点までに ＋1個の機械

が運転状態にない確率は － λ＋ となる。

これに対し，企業は故障中の機械を修理するために労働者を雇用する。

今，企業が 人 ≦ を雇用したとする。各労働者は故障中の機械を

一台のみ修理することができる。しかしながら，Levhar & Sheshinski

は， 時点から ＋ 時点までに修理が必ず完了するとは考えていない。

時点から ＋ 時点までに修理が終わる確率はμ＋ であると想定す

る。したがって， 時点で運転状態にない機械の台数が のとき， ＋

2）前小節にあった記号 とは別物である。本節での記号法は，各小節ごとに閉じていると考

えて頂きたい。
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時点までに －1個の機械が運転状態にない確率は， ＝0ならばゼロ，1

≦ ≦ ならば μ＋ ，そして ≦ ≦ であれば μ＋ とな

る。

以上から， 時点で 個の機械が運転状態にない確率を とすれ

ば， ＋ はつぎのようになる。

＋ ＝ 1－ － λ－ μ

＋ ＋1μ＋ － ＋1λ＋ ＜

＋ ＝ 1－ － λ－ μ

＋ μ＋ － ＋1λ＋ ≦ ≦

ここで， ＜0ならば，任意のτに対し， τ＝0である。また，任意の

τに対し，∑ τ＝1が成り立つ。

定常状態で 個の機械が運転状態にない確率を としよう。上記方程

式の両辺から を差し引いて で割り， 0とすれば微分方程式が

得られる。それから，定常状態での確率を得ることができる。

－ λ＋ μ ＝ ＋1μ ＋ － ＋1λ ＜

－ λ＋ μ ＝ μ ＋ － ＋1λ ≦ ≦

条件から∑ ＝1より，すべての に対し が求まることとなる。

得られた ＝0,..., は， と ，そしてパラメータλ，μに依存する。

＝π , ;λ,μ (4)

したがって，平均産出量は，

＝ －∑ π , ;λ,μ (5)

と表現することができる。

このようにして導出された生産関数の一般的特性については，残念なが

ら見いだすのは難しい。例えば，コブ・ダグラス型，あるいはより一般的
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には CES型に類似しているのか否か，等量曲線の形状や規模に関する収

穫，限界生産性などの情報は得にくい。そこで Levhari& Sheshinskiは，

故障率λと修理率μの二つのパラメータに対し具体的数値を与え，機械

の台数 と修理スタッフの人数 の各値に対し生産量を計算し，生産関

数の特性を探っている。彼らの数値計算例では，規模に関する収穫につい

ては緩やかな逓増が確認できること，そして等量曲線は原点に対し凸形

（技術的限界代替率逓減）が認められると指摘する。更には，コブ・ダグ

ラス型に近似していると結論づける。

彼らの数値計算による生産関数の特徴化をどの程度信頼するかは，読者

個々人によって異なるであろう。ただ，コブ・ダグラス型に類似するとい

う結論は，次の理由から正確さに欠く。修理スタッフの人数 が に近

づけば，Levhari & Sheshinskiも示しているように， の限界生産性は

ゼロに近づく。実際， ≧ なる では， の限界生産性はゼロでなけ

ればならない。 ≧ のときの追加的雇用は，修理への限界的貢献が存

在しないからである。これに対し，コブ・ダグラス型の場合，限界生産性

は逓減するが，けっしてゼロになることはない。

同様の議論は ＝0の場合にも妥当である。 ＝0の場合，一度故障し

た機械は二度と稼働することはない。故障した機械がたまっている状態に

修理スタッフを一人雇用すれば，追加的生産はどのようになるであろう

か。修理の完了率μで一台がようやく稼働するのである。したがって，

追加的雇用の生産への効果はほとんど無視しうる程なのである。これに対

し，コブ・ダグラス型の場合， ＝0での限界生産性は無限大に等しい。

しかしながら，Levhari & Sheshinskiが工場の修理問題から生産関数

を導出したことの意義が消え去る訳ではない。彼らの問題意識は，そもそ

も Cheneryの工学的生産関数に対するミクロ的背景を与えることにある。

実際，方程式（4）は工学的関係式（1）の逆関数に相当し，生産関数（5）

の原型は を工学変数としたときの工学的生産関数（3）であることが

理解できる。工場の修理という具体的問題であるため，その一般性を議論
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することはできないが，Cheneryが生産関数の分解に工学を利用するこ

とを啓蒙したことに対し，十分にその意義を論証するに足りる例証と言え

よう。Wibe（1984）が工学的関係式（1）を制約条件として工学的生産関

数（3）を最大にすることで生産関数（2）を導出できることに言及したこ

とに対し，Levhari& Sheshinski（1970）は工学的な関係式を積み重ねる

ことで生産関数を導出したと言う意味で Chenery（1949）の所期の問題

意識やパイプラインの例証に忠実に即していると言える。この結果，企業

内部の選択については一切の言及がない。類似のことは，後に見る Dutta

& Prasad（1996）による生産関数の導出にも見られる。工学的分解をど

のように企業の内部活動や組織構造につなげて行くかは，今後の課題とし

て残る。

3．企業内分業からの接近

生産関数を誘導形として導出する文献の中で，アダム・スミスのピン工

場の寓話を動機付けとしてもつ企業内分業に基づいて構築されたモデルが

ある。比較優位が発生するような異質的労働を前提にして企業内分業から

生産関数を導出した Rosen（1979）の接近，そして，同質的労働を前提

にして各労働者が担当のタスクの技巧を自らの労働を投入して獲得するこ

とで企業内分業が規模の経済を発生させることを示した Becker & Mur-

phy（1992）のモデルがある。Rosenと Becker& Murphyの各モデルの

詳細については別の機会に紹介することとし，ここではそれらのモデルの

共通部分のみを抽出して，Rosenと Becker& Murphyの各モデルとの相

対化を行うことで，より本稿の論題に対し答えを求めやすいようにした

い 。これらのモデルの詳細に興味のある読者は，例えば，拙稿（2006）

を参照していただきたい。

3）このため，本節内の記号法は，本節全体で閉じる。前節とは異なり，本節内の各小節の記号

は，本節内では同じ意味となる。
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3.1 プロトタイプ・モデル

Rosenと Becker& Murphyの各モデルの共通部分は，つぎのようにな

る。先ず，企業の生産は様々なタスクから構成されていると考える。例え

ば，無数のタスクから構成されているとすれば，タスクの集合は区間 0,

で表現される。ここで言う「タスク」とは，アダム・スミスのピン工

場の寓話で言えば，ワイアを引き出し，それを伸ばしといった一つ一つの

工程をさす。そして，各タスクτ∈ 0, の成果 τはその企業の生産

にとって必要不可欠であり，したがって，生産量 はレオンチェフ型で

表現される。

＝ min τ (6)

Rosenは，これを「間接的生産関数」あるいは「工学的生産関数」と呼

んだ。 人の労働者を雇用し，各労働者 ＝1,..., にタスクを割り当

てる。その集合を とすれば，Rosenは を労働者 の「仕事」と呼ん

だ。各労働者の仕事は，割り当てられたタスクで構成されると考える訳で

ある。 組の仕事 は，タスクの全体 0, を被覆するとき，すなわ

ち，包含関係

0, ⊂

が成り立つとき， 仕事配分」と呼ぶことにしよう。各労働者 が達成し

たタスクτ∈ 0, の成果を τとすれば，定義によって， ≡ τ τ

＞0 となる。補集合 0, に属すタスクτでは， τ＝0となる。こ

のように各労働者の成果関数 があるとすれば，企業全体で達成される

成果 τは，水平分業が可能であると想定するので，各担当者からの成

果の和となる。

τ＝∑ τ
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各労働者 がタスクτ∈ 0, を一単位達成するのに必要な労働量を

τ，そして各労働者 の労働量を とすれば，企業は制約条件

τ τ τ≦ ＝1,..., (7)

の下で生産量（6）を最大にする 個の関数の組 と 個の仕事の組

を決める。この結果として企業が選択する 個の仕事の組 は，

必ず仕事配分となる。

Rosenと Becker& Murphyの各モデルに共通の要素を抽出すると以上

のようになる。抽出された以上のモデルと Rosen，Becker & Murphyの

モデルの差異を説明する前に，上記モデルにおいて労働が同質的な場合に

生産関数がどのように導出されるかを示しておこう。

労働が同質的であるとすれば，任意の労働者 ＝1,..., に対して ＝

と書けよう。この段階において各タスクを区別する要素は，関数 のみ

である。任意の仕事配分 をとったとき，制約条件（7）の左辺右辺を

について合計すれば，

τ τ τ≦∑ (8)

が成り立つ。この制約条件の下で生産量（6）を最大にする 個の関数の

組 と仕事配分 を求めると，誘導形として導出される生産関数は，

＝
∑

τ τ

となる。任意の仕事配分 に対して制約条件（8）が成り立つため，最

適な仕事配分は無数に存在する 。例えば，すべての労働者がすべてのタ

スクを担当する場合，すなわち，任意の に対して ＝ 0, の場合，各

労働者 の各タスクτの成果が τ＝ ∑ であれば良い。逆

に，完全な分業性をとっても同じ生産が可能である。各 ＝1,..., に対

4）プロトタイプ・モデルでは，生産関数は人員配置，分業に中立的と言える。
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し，

≡
τ τ

と定義すると，最適な生産量はつぎのマキシミンに等しい。

≡maxmin ,...,

＝2の場合， ＝ 0, ， ＝ , とすると， は について減少関

数， は について増加関数となる。 ≦ の下でmax min , を

求めると， ＝ となる。同様の結果は， ＞2でも成り立つ。 ＝ で

成り立つとすれば，生産量 は，

＝
∑

τ τ
.

人の労働者に 0, ， ＋1 番目の労働者に , を割り当てると，

＝ が成り立つ。したがって， ＝0として， ＜ については ≡

, , ≡ , と定義すれば， ,..., は，

τ τ
＝ ＝

τ τ
＝ ＝

τ τ

を満たすように決まる。このようにして，完全な分業性も又，最適な仕事

配分となる。

3.2 Rosen（1979）とBecker&Murphy（1992）のモデル

Rosenの分析では，投入係数 τに対し比較優位を導入し，仕事配分

,..., がどのように決まるかを考察している。例えば，労働者のタイ

プが と の二つの場合， ≡ 1,..., ， ≡ 1,..., とすれば， ＝

＋ となり，任意の ∈ については ＝ ， ∈ については

＝ として， τ τがτについて厳密な増加関数と想定することで

比較優位が導入される。各タイプ ＝ , に対して ≡∑ ， ≡

∑ とすれば，制約条件
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τ τ τ≦ ＝ ,

の下で生産量（6）を最大にすれば，組 , と仕事配分 , が決ま

る。この決定の仕組みは，リカードの比較生産説と同じである。Rosen

の分析では，異質的労働間の仕事配分の決定を説明することができる。ち

なみに，同じタイプ内の分業は，プロトタイプ・モデルで見た同質的労働

の下での労働配分の決定が当てはまる。すなわち，同じタイプ内の分業ま

でを説明することはできない。これは，労働が同質的なときに見られた生

産関数の分業に対する中立性が各タイプの労働に成り立つからである。

これに対し，Becker & Murphyの分析では，プロトタイプ・モデルと

同様，労働は同質的と想定する。しかしながら，各労働者は企業がもつ知

識にアクセスし，自らの労働を投入して，担当のタスクの技巧を獲得する

と考える。Becker & Murphyのモデルでは，労働者は企業固有の技術に

対応するだけの技巧を最初から持ち合わせていないと想定していると言え

る。企業固有の技術に対する知識を ，労働者 が担当するタスクτの

技巧の獲得に投入する労働量を τとすれば，技巧の獲得がコブ・ダグ

ラス型であれば，

τ＝ δ τ

といった形で技巧が獲得される。ここで，β，γ，δは正の定数である。

タスクτ自体の生産への労働投入量を τとすれば，定義によって，

τ＝ τ τである。労働者 のタスクτへの労働配分を τと

すれば，Becker& Murphyは，労働者 が制約条件

τ＋ τ≦ τ

の下で τを最大にするように労働配分 τ, τ を決定すると

仮定する。この結果，労働者 のタスクτへの投入係数は，
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τ＝ δ
γ

1＋γ
τ

そして，タスクτの成果は，

τ＝δ
γ

1＋γ
1

1＋γ
τ

となる。労働者 の企業への労働供給量を とすれば，成果 τは制

約

τ τ≦

を受けることとなる。この制約条件の左辺右辺を について合計しても，

制約条件（7）とはならない。このことは，最適な仕事配分が任意である

というプロトタイプ・モデルの結果とは異なることを示唆する。すべての

労働者にすべてのタスクを担当させるときの生産量は，

＝δ
γ

1＋γ
1

1＋γ
∑

となるが，完全分業体制ならば，

＝δ
γ

1＋γ
1

1＋γ
1
∑

となる。前者よりも後者の方が生産量が大きい。この結果，仕事配分

はタスクの全体 0, の分割となり，完全な分業性が成り立つことにな

る。特に，すべての労働者が同一の労働量 で雇用される場合，仕事

の大きさ（測度）は となる。したがって，誘導形として得られる生

産関数は，

＝δ
γ

1＋γ
1

1＋γ

となり， が増加して分業が進む程，労働の平均生産性は改善して行く

ことが理解できる。
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3.3 移行費用と規模の経済

Becker & Murphyのモデルは，分業に基づいた成長理論を展開した

Romer（1987）の分析において重要な役割を果たした収穫逓増へのミク

ロ的基礎を与える。そこで，分業が規模の経済を意味することについて，

より詳細な議論については拙稿（2006）で行うこととして，ここで簡単な

考察を加えておきたい。

労働が同質的なときに，Rosenと Becker& Murphyの各モデルの共通

部分を抽出したプロトタイプ・モデルでは，いかなる仕事配分 も同じ

生産関数を与え，誘導形として得られる生産関数は分業の程度に中立的で

あった。Becker & Murphyのように，技巧の内部生産を導入すれば分業

が規模の経済を意味し，分業も内生的に決定する訳であるが，他の要因と

して Brian K.Edwards& Ross M.Starr（1987）が示したタスク間の移

行費用（transition costs）がある。タスク間の移行費用とは，アダム・ス

ミスが『国富論』において指摘したもので，一人の労働者が異なるタスク

を担当するときに一つのタスクから他のタスクへ移行するにあたって必要

となる費用をいう。ここでは，プロトタイプ・モデルにタスク間の移行費

用を導入したときの生産関数を導出してみたい。

単純化のために，異なる二つのタスク間の移行費用を とすれば，制

約条件（7）は，

τ τ τ＋ ≦ ＝1,...,

と変化する。ここで は実数の集合 の大きさ（測度）を表す。各労

働 に対し，仕事 の大きさが小さい程， を大きくすることができる。

したがって，仕事配分 はタスクの全体 0, の分割となるであろう。

かくして，生産関数は，

＝
∑ －

τ τ
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となる。例えば，関数 がαの値をとる定値関数であり，すべての労働

者が同一の労働量 で雇用されているとすれば，

＝
α

－
α

となり， が増加して分業が進むと，労働の平均生産性は上がることが

理解できる。

以上の議論から，タスク上の人員配置という形の企業内分業に基づいた

接近では，プロトタイプ・モデルに何かしらの要素，例えば，Becker &

Murphyにおける技巧の内部生産，あるいは Edwards & Starrにおける

移行費用を導入することで分業が内生的に決まり，しかも分業が規模の経

済を意味することが理解できる。

3.4 考察

議論を本題に戻し，企業内分業に基づいた接近が生産関数の構成要素を

どのように捉えているか，考察を与えよう。

プロトタイプ・モデルから直ぐさま伺えることは，Cheneryによる工学

的接近と同じように，企業内部で扱う変数が企業内の資源によって制約を

受け，その制約条件の下で工学的生産関数を最大にするという構造となっ

ていることである。Cheneryの接近では工学的生産関数が工学的に得ら

れると考えるの対し，企業内分業からの接近ではアダム・スミスのピン工

場の寓話を動機付けとしたレオンチェフ型（6）を想定する。このような

差異は認められるものの，両者の接近が企業内資源の下で工学的生産関数

を最大にするという構造を共通にもつことには変わりない。

しかしながら，プロトタイプ・モデル自身では我々の問題意識のすべて

に対し答えを出すことはできない。第一に，レオンチェフ型の工学的生産

関数（6）は，ピン工場のケースを捉えるかもしれないが，そこにタスク

間の有機的関係性が入り込まない限り，企業を組織として分析するときの

基礎とはなりにくい。第二に，Becker & Murphyにおける技巧の内部生
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産，あるいは Edwards & Starrにおける移行費用を導入することで分業

が内生的に決まり，しかも分業が規模の経済を意味するという結果は

Romer（1987）への基礎を与えるが，逆に，規模の経済が発生しない企

業の分析には使えない。アダム・スミスのピン工場に動機付けをもち，企

業の発生，進化理論への糸口も与えることが期待できるが，課題も残る。

4．Dutta &Prasad（1996）のモデル

ここまで，Chenery，Levhari& Sheshinskiの工学的接近と，Rosen，

Becker & Murphyによる企業内分業からの接近の二つを見てきた。工学

的接近でもなく，企業内分業にも基づかず，しかしながら，生産関数を誘

導形として導出する他のモデルも存在する。そういったモデルの多くは，

生産関数の構成要素を解明することに動機付けをおいていないため，文献

としていずれの流れにも属さないばかりか，これまで見てきた文献を参照

することもない。ここでは，そのような文献で Becker& Murphyのアイ

デアと対比が可能な比較的近年の Dutta & Prasad（1996）のモデルを取

り上げることとしたい。

Becker & Murphyの接近では，各タスクの技巧をその担当者がそのタ

スクの成果を最大にするように自らの労働を投入することを前提とした。

ここで問題となるのが，各担当者が担当のタスクの成果を何故最大にする

のか，そして，何故自らの労働を投入してまでそのようにするのかであ

る。Dutta & Prasadは，企業内分業のモデルではないものの，生産性の

向上を労働者達が発見するための組織として企業を位置づけ，生産性を向

上させる活動を各労働者に誘発させるのに十分なインセンティブ・スキー

ムとしての賃金体系を求めている。Becker & Murphyの接近とは異な

り，すべての労働者が必ずしも生産性を向上する活動を行わないときの生

産関数を誘導形として示していると言える。ここでは，インセンティブ・

スキームとしての賃金体系まで求めることはせずに，労働者の目的が企業
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の目的とは異なるときの生産関数を誘導形として導出するところまでを見

てみることとする。

ある企業が 人を雇用し，各労働者に対し同一の仕事を割り当てると

する。その仕事には，より効率的な技法があり，それを発見する行為を

「研究開発（research)」と呼ぶこととしよう。研究開発に成功すると生産

性はρ，効率的な技法が発見されない間はρ 0＜ρ＜ρ であるとす

る。ある労働者が効率的な技法を発見した場合，その労働者の生産性は発

見時点からρ となるばかりでなく，その労働者が産み出す成果をその企

業に雇用されているすべての労働者が観察可能であるため， 人の労働

者すべての生産性が次の時点よりρ となる。

生産は毎期 ＝1,2,3,... に行われる。毎期 において研究開発する労

働者数を とする。単純化のために， は で一定であるとしよう。

各期において 人の各々が研究開発に成功する確率をπとする。したが

って，各期において研究開発が成功しない確率は ≡ 1－π となる。

各期 において研究開発に成功する人数 は，二項分布

, ; ,π≡Prob ＝ ≡
!

! － !
π 1－π

に従う確率変数である。この結果，研究開発に成功する時期 は，確率

分布

; ,π≡Prob ＝ ≡∑ , ; ,π＝ 1－

に従う確率変数となる。この企業の生産量 も又，確率変数 , に依

存した確率変数となる。確率変数 , の実現値を , とすれば，研

究開発に成功した期間 では成功した労働者の生産性が向上し，残りの

労働者については ＋1 期から効率的な技法が利用可能となるので，

, ＝

ρ ＜

ρ － ＋ρ ＝

ρ ＞
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と書き表すことができる。生産量 自体が確率変数となるが，その分布

はつぎのようにして求めることができる。 期に効率的生産性を獲得して

いる労働者数を とすると， は 0,1,..., ∪ の標本空間をもつ確

率変数であり，それはつぎの確率分布に従うマルコフ過程となる。 ＜

としたとき， ＝0ならば次期 ＋1において労働者全員が効率的生産

性を知ることはないので，

Prob ＝ ＝0＝0

また， ＝0であれば，次期 ＋1に０人以上 人以下の労働者が効率的

生産性を獲得できるのは二項分布に従う。

Prob ＝ ＝0＝
!

! － !
π 1－π , 0≦ ≦ .

もし ＞0であれば，次期 ＋1にはすべての労働者が効率的生産性を知

ることとなるので，

Prob ＝ ＞0＝0, 0≦ ≦

Prob ＝ ＞0＝1

となる。このようにして効率的生産性を獲得している労働者数 はマル

コフ過程になり，生産性も又

ρ≡
ρ － ＋ρ

(9)

と書き表せて，生産量は上記確率分布に従う確率変数

＝ρ (10)

と単純に表現することができる。

このようにして，研究開発をする労働者数 を所与としたとき，生産

関数は（10）として誘導形として導出される。Becker& Murphyの接近

では ＝ と仮定していた訳であるが，Dutta & Prasadのモデルでは
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の決定は内生的である。一人の労働者が生産性を向上する方法を発見

すると，その知識は企業内部でだれでも共有可能となる。この結果，もし

研究開発をすることに努力が必要であるとすれば，フリーライダー問題を

解消しながらのインセンティブ・スキームとしての賃金体系が必要とな

る。Bengt Holmstrom（1982）で扱われているチーム内でのインセンテ

ィブ問題と，Carl Shapiro & Joseph E.Stiglitz（1984）におけるインセ

ンティブ要因としての賃金決定を混合したような議論となって行く。

議論を本題に戻し，Dutta & Prasadのモデルから理解できることを探

ってみたい。Dutta & Prasadのモデルは生産関数を誘導形として導出し

ているが，それは企業内部の選択を基礎において構築されたというより

も，Levhari & Sheshinskiが工場の修理問題という具体的な問題より工

学的関係式を丁寧に構築してそこから生産関数の導出を試みた分析にむし

ろ近い。この意味で，Cheneryの工学的接近への例証を与えると位置づ

けられるかもしれない。

5．結語

本稿の目的は，生産関数を誘導形として導出するモデルを概観し，生産

関数の構成要素や企業の内部活動との関係についてそれらのモデルがどの

ように捉え，今後の展望を眺望することにあった。生産関数を誘導形とし

て導出するモデルは，工学的接近と企業内分業に基づく接近の二つに大別

できるが，両者に共通の要素が見出せることも確認した。

工学的接近と企業内分業からの接近に共通となる要素を抽出すれば，つ

ぎのようになろう。企業内部で操作する変数，それらの変数が企業内の資

源を利用すること，そして，それらの変数から生産量が産み出されること

を要素として，資源制約の下で生産量を最大にすることで生産関数が導出

される。企業内操作変数を ，Cheneryや Rosenが「工学的生産関数」

と呼んだ関数を ＝ϕ ，そして資源制約を ; ≦0とすれば，生産
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関数 ＝ は

≡max ϕ ; ≦0

となる。工学的接近の場合にはϕや は工学的に与えられると考えるが，

企業内分業からの接近では が中間物のベクトルとなるためϕはレオン

チェフ型，そして は の次元と同じ個数存在し，各々が所与の投入係

数によって与えられる。

しかしながら，このような抽象化は，本稿が問題意識として考えたすべ

ての経済現象を解きうる訳ではない。第一に，組織構造と生産関数の関係

については，関数ϕが何かしらの組織的背景を持たない限り，上記抽象

化は一切の洞察を与えない。第二に，生産要素以外に経済発展の要因を求

める場合，関数ϕや に経済的背景がない限り，技術の構成要素への洞

察は闇の中に入り込んでしまう。第三に，企業の発生についても同様のこ

とが言える。

我々の問題意識のすべてに対し光明を投じ，しかも本質のみを抽出する

のは，今後の大きな課題であることが理解できる。工学的接近と企業内分

業からの接近の共通部分に対する上記批判は，当然，両者の分析に当ては

まる。このことを踏まえて今後の展望について論考を加え，本稿の結語と

することとしたい。

本稿は，工学的接近と企業内分業からの接近の折衷を勧めるものではな

い。アダム・スミスのピン工場，規模の経済との関係まで既に言及のある

企業内分業からの接近の方が現段階では優れていると考えられるからであ

る。特に，上記抽象化で問題となったϕへの組織的背景の付与，例えば，

タスク間の技術的連携構造を与えれば，組織構造と生産関数の関係に対

し，Jacob Marschak（1954,1955,1960）や Roy Radner（1959）などの

チーム理論を応用することで何かしらの洞察を与えることができると期待

できる。この上で，Becker & Murphyのように技巧の内部生産や，

Edwards & Starrのように移行費用を導入すれば，分業が規模の経済を
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意味し，それが Romer（1987）の成長理論へのミクロ的基礎を与えるこ

とができる。そして，企業の発生についても，参加者数が増えれば生産可

能性が拡大することを要素とした理論作りが可能となる。しかしながら，

規模の経済の発生は示せても，費用逓増の発生原因までは示せない。多く

の側面で優れていることは確かであるが，大きな課題も残る。
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The Production Function as A Reduced Form

 

Toshiyuki OKUYAMA

《Abstract》

This paper surveys models that derive production functions as
 

reduced forms,especially by focusing on the characteristics that iden-

tify marginal and average productivities,hence,the economies of scale.

Thus, the paper appraises whether those models can serve as a mi-

croeconomic foundation for the neoclassical firm as well as other
 

branches of economics,e.g.,endogenous growth models and industrial
 

organization.
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